
























































































































































　そして、平成10年 9 月 2 日大法廷判決は、最大較差4.79対 1 の事案を合憲とし、さらに、平成12





























































































































































（ 2 ）平成 28 年選挙に関する定数不均衡訴訟と最高裁平成 29 年判決
　　①平成27年改正公職選挙法と平成28年参議院通常選挙
　平成26年判決の後、「鳥取県及び島根県」と「徳島県及び高知県」の 4県を二選挙区に「合区」す
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れた。この平成 6年改正により、「 2人区」が24、「 4人区」が18、「 6人区」が 4、「 8人区」が 1
とされ、議員 1 人当たりの人口の最大較差は、平成 2 年国勢調査結果では、是正前の6.48対 1 から
是正後の4.81対 1 に縮小した。その後、平成 8 年判決は、1992年（平成 4 年）施行の通常選挙にお
ける最大較差6.59対 1 の事案を違憲状態と判断したが、平成10年判決および平成12年判決は、それ





簿式を導入する変更がなされた。この平成12年改正により、 3 選挙区でそれぞれ 2 減され、「 2 人








正が行われただけである。最高裁も、平成 8年判決が最大較差6.59対 1 を違憲状態と判断したが、平















めの選挙制度改革が行われ、 4 増 4 減の公職選挙法の改正がなされた。この平成18年改正により、
「 2人区」が29、「 4人区」が12、「 6人区」が 5、「10人区」が 1とされ、議員 1人当たりの人口の

























































より、「 2 人区」が31、「 4 人区」が10、「 6 人区」が 3、「 8 人区」が 2、「10人区」が 1 とされ、

























県」と「徳島県及び高知県」の 4県を 2選挙区に「合区」するとともに、 3県で定数を 6減、 5県
で定数を10増して、10増10減を内容とする公職選挙法の改正案が、2015（平成27年）年 7月28日に
成立した（「公職選挙法の一部を改正する法律（平成27年法律第60号）」）。この平成27年改正により、
「 2人区」が32（合区 2を含む）、「 4人区」が 4、「 6人区」が 5、「 8人区」が 3、「12人区」が 1
とされ、議員 1 人当たりの人口の最大較差は、平成22年国勢調査結果では、是正前の4.74対 1 から
是正後の2.97対 1 に縮小した。また、この平成27年改正法には、附則 7 条で「平成31年に行われる
参議院議員の通常選挙に向けて、参議院のあり方を踏まえて、選挙区間における議員一人当たりの
44
































































の件と参議院選挙制度の改革の件が主要な案件となった。前者の案件については、2018年 6 月 1 日
の第15回協議会で、「参議院における行政監視機能の強化」と題された報告書の提出が決定され、参
議院議長に提出された。後者の案件については、2017年 4 月21日の第 4回協議会で、「選挙制度に関
















の説明聴取がなされ、協議が行われた。第 3回（ 7月 7日）・第 4回（ 7月26日）・第 5回（ 8月31
日）・第 6回（ 9月11日）の委員会では、平成28年参議院議員通常選挙に対する評価について、計 7
人の参考人から意見聴取がなされ、質疑が行われた。第 7回委員会（10月 6 日）では、平成28年参
議院定数訴訟に係る平成29年 9 月27日最高裁大法廷判決の概要について事務局からの説明聴取がな








































とし全選挙区 3年毎に選挙を行う、ｲ . 各選挙区の定数は最低 2名とし全選挙区 6年ごとに選挙を行
























































































































（埼玉選挙区で 2増）させるとともに、石川県および福井県の 2県を合区とすることにより 2減する
ものとなっている。「立民党案」は、国民党案同様に、次回通常選挙に向けて較差是正のための最小
限の改正を行うもので、埼玉選挙区において 2増するが、新たに「 2県 1合区」による選挙区定数







































数を 6人から 8人に増やす（改選定数は 3人から 4人に増やす）ものである。提案者による改正理
由において、較差の縮小を図るため定数を増加して是正を行うことが示されているように、埼玉選












































































































































































































































































































して、同年 4 月21日の第 4 回協議会において、「選挙制度に関する専門委員会」の設置が決定され
ている。「参議院改革協議会」および「選挙制度に関する専門委員会」については、参議院ホーム
ページ（http://www.sangiin.go.jp/japanese/kaigijoho/kyougikai/h29/h29index.html）参照。










（平成27年） 8 月 5 日に公布され、 9 月 5 日および11月 5 日に施行されている。この平成27年改正
法は、参議院選挙区選挙について、10増10減の定数是正を行い、その際に 2県を 1選挙区とする合

















（13）	 最大判昭和39年 2 月 5 日民集18巻 2 号270頁。
（14）	 最大判昭和51年 4 月14日民集30巻 3 号223頁。
（15）	 最大判昭和58年 4 月27日民集37巻 3 号345頁。
（16）	 最大判平成 8年 9月11日民集50巻 8 号2283頁。
（17）	 最大判平成10年 9 月 2 日民集52巻 6 号1373頁。
（18）	 最大判平成12年 9 月 6 日民集54巻 7 号1997頁。
（19）	 最大判平成16年 1 月14日民集58巻 1 号56頁。
（20）	 最大判平成18年10月 4 日民集60巻 8 号2696頁。
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（21）	 最大判平成21年 9 月30日民集63巻 7 号1520頁。
（22）	 最大判平成24年10月17日民集66巻10号3357頁。
（23）	 最大判平成26年11月26日民集68巻 9 号1363頁。











28年11月 2 日東京高裁判決（平成28年（行ケ）第10号、違憲状態）、⑭平成28年11月 2 日札幌高裁
判決（平成28年（行ケ）第 2 号、合憲）、⑮平成28年11月 7 日仙台高裁判決（平成28年（行ケ）第








































































































（50）	 平成30年改正公選法（「公職選挙法の一部を改正する法律（平成30年 7 月25日法律第175号）」に
ついては、前掲注（ 7）参照。
（51）	 選挙区選挙において埼玉選挙区の定数を 2増することに関して、提案者による改正理由としては、
「参議院選挙区選出議員の選挙について、選挙区間における議員 1人当たりの人口の較差の縮小を
図るため、参議院選挙区選出議員の定数を増加して各選挙区において選挙すべき議員の数の是正を
行う」と説明されている。前掲注（43）参照。
（52）	 比例代表選挙において、拘束名簿式の「特定枠」を導入することに関して、提案者による改正理
由としては、「参議院比例代表選出議員の選挙について、全国的な支持基盤を有するとはいえない
が国政上有意な人材又は民意を媒介する政党がその役割を果たす上で必要な人材が当選しやすくな
るよう、政党その他の政治団体が参議院名簿にその他の参議院名簿登載者と区分して当選人となる
べき順位を記載した参議院名簿登載者が、当該参議院名簿に係る参議院名簿登載者の間において優
先的に当選人となるようにし、及び参議院比例代表選出議員の定数を増加する必要がある」と説明
されている。前掲注（43）参照。
（53）	 参議院改革協議会選挙制度専門委員会において、各会派の意見として、憲法改正による対応を述
べたのは、自由民主党、日本維新の会、希望の党である。自民党は、全国を区域とする比例代表と
都道府県を基本とする選挙区の二本柱は今後とも維持されるべきものであり、投票価値の平等との
63
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調整を図りつつ、合区の解消が可能となるように、憲法改正による対応が必要であるとし、具体的
には、①各都道府県から改選期ごとに少なくとも 1人の参議院議員を選出できるように、憲法47条
に所要の改正を行ない、②基礎的な地方公共団体と広域の地方公共団体について分権型社会の推進
も念頭に置きつつ明記するように、憲法92条に所要の改正を行うことを提示している。維新の会は、
憲法改正を前提とする統治機構改革に基づいた選挙制度改革が必要であるとし、将来的には一院制
の導入が必要であると提示している。希望の党は、地方分権改革とともに二院制のあり方の見直し
と選挙制度改革について提示している。報告書・前掲注（39）59頁、63頁、75頁、77頁参照。
（54）	 自由民主党は、2012年（平成24年）4月27日付の「日本国憲法改正草案」において、憲法47条の
改正として、現行規定に続けて、「この場合においては、各選挙区は、人口を基本とし、行政区画、
地勢等を総合的に勘案して定めなければならない。」との一文を追加する案を提示し、人口以外の
要素を憲法上の要請として考慮しうる案を示していた（自由民主党「日本国憲法改正草案（現行憲
法対照）」https://jimin.jp-east-2.os.cloud.nifty.com/pdf/news/policy/130250_1.pdf）。そして、最近
では、2018年（平成30年）3月26日付の「憲法改正に関する議論の状況について」において、①自
衛隊の明記、②緊急事態対応、③合区解消・地方自治体、④教育充実、の 4項目を憲法改正のテー
マとして取り上げている（自由民主党「憲法改正に関する議論の状況について」https://jimin.jp-
east-2.os.cloud.nifty.com/pdf/constitution/news/20180326_01.pdf）。このうち、合区解消・地方自治
体に関する憲法改正については、「地方・都市部を問わず、選挙において『地域』が持つ意味に改
めて目を向け、憲法において『地域の民意の適切な反映と投票価値の平等との調和』を図ることが
必要である」として、「政治的・社会的に重要な意義を持つ都道府県の住民の意思を集約的に反映
することが重要であり、合区を解消し、都道府県単位の選挙制度を維持することができるよう、憲
法改正による対応が不可避である」と、憲法47条の改正の必要性を、憲法92条の改正とあわせて、
主張している。具体的な憲法47条の改正案のイメージとしては、1項で「両議院の議員の選挙につ
いて、選挙区を設けるときは、人口を基本とし、行政区画、地域的な一体性、地勢等を総合的に勘
案して、選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数を定めるものとする。参議院議員の全部
又は一部の選挙について、広域の地方公共団体のそれぞれの区域を選挙区とする場合には、改選ご
とに各選挙区において少なくとも一人を選挙すべきものとすることができる。」とし、 2 項で「前
項に定めるもののほか、選挙区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項は、法律でこ
れを定める。」というものである（下線部分が改正点）。現行規定を 2項とし、1項においては、そ
の前段で、平成24年「改正草案」で追加されている部分がより具体的な形で定められ、後段で、新
たに参議院議員選挙に関し「広域の地方公共団体」を選挙区とする場合の定めが置かれている。
